
お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 
＜地域の資源循環促進⽀援事業＞

① 資源循環⾃治体フォーラム等を通じた資源循環のビジネス創出⽀援
「資源循環⾃治体フォーラム」全国７地域での開催と、平時においては地⽅環境事務所による⽀援やデジ

タル環境の活⽤を通じて、国・⾃治体・企業・スタートアップ等の関係主体が連携・交流する機会を創出し、
地域の課題に即した意⾒交換、事業者紹介、マッチング、事業化⽀援等を実施する。

② ⾃治体資源循環診断、ビジョンの作成及びフォローアップ⽀援
アンケートやデータから再⽣可能資源の実態や推進体制等を把握し、資源循環のポテンシャル等を診断。

診断結果から地域特性に応じた有望分野・施策を特定、地域メリットを提⽰し、地域課題解決に資源循環を
取り⼊れたビジョンを作成。作成後は新規実証事業化に向けたフォローアップを⾏う。

③ 循環型ビジネスモデル実証事業の実施及びフォローアップ⽀援
地域の廃棄物の資源化を⽬的として、全国７地域で4類型（地域経済型・地域コミュニティ型・地域資源

活⽤型・廃棄物処理コスト削減型）の実証事業を実施。実証後は、事業の持続的な運営を⾒据え、モデルの
定着・拡⼤に向けた、フォローアップを⾏う。

＜地域資源の徹底活⽤に向けた資源循環加速化事業＞
④ 地域資源の活⽤に向けた調査・モデル実証事業

廃家具等の複合系、建設廃棄物等の⼟⽯系、カーオイル等の化⽯系、SAF原料等のバイオマス系等の再資
源化が著しく困難な物について、地域特性に応じた資源循環ルート構築を⽬指し、技術導⼊や再資源化に
係る技術的可能性や事業性の調査、試⾏的な販売実証等を⽀援する。

⑤ 地域資源の活⽤に向けた再資源化のための技術実証・設備導⼊⽀援
焼却・埋⽴てされる再資源化が著しく困難な物について、製造・⼩売業とリサイクル事業者等の連携に

より再資源化を図り、再⽣材を地域に⼀定量供給する重点分野の取組に対し、技術実証や選別・再資源化
設備の導⼊を⽀援する。

資源循環に取り組む⾃治体の底上げ・地域の資源性廃棄物（SAF原料等）を活⽤した
資源循環ビジネスの⽀援

事業イメージ

①②③請負事業、④⑤請負事業、間接補助事業（補助率1/3、1/2）

全国７地域で開催する「資源循環⾃治体フォーラム」等を通じて、関係主体の連携・交流の促進を図り、地域の資源循環の基盤強化と事業創出に向けた機運
を醸成する。地域での事業化を志向する⾃治体には、先進事例に取り組むマイスターが資源循環に関する現状評価やポテンシャル診断を⾏い、地域特性に応じ
たビジョンの作成、モデル実証事業の実施、創出されたビジネスの実装に向けたフォローアップを通じて伴⾛⽀援を⾏うとともに、中核⼈材の育成も図る。

また、地域資源の活⽤を促進するため、地域で排出され、焼却・埋⽴てされている複合素材（⾦属・⽊材・プラスチック等）、廃油、建設廃棄物、SAF原料
などの資源性廃棄物について、回収・選別・再資源化のための技術実証や設備投資を⽀援し、全国的な循環経済への移⾏を促進する。

地域の循環資源を活かした持続可能な経済・社会の形成に向け、資源循環に係る⾃治体取組のビジョンから事業化までの包括的な
⽀援と再資源化困難物の循環利⽤を⽀援し、地域発の循環型ビジネスの創出と全国展開を促進します。

⺠間事業者・団体等
①②③令和７年度〜令和９年度、④⑤令和９年度〜

■請負先・補助対象

環境省 環境再⽣・資源循環局 資源循環課 電話︓①②③ 03-6206-1874、④⑤03-6206-1871

資源循環⾃治体フォーラム

⾃治体診断・ビジョン作成
循環型ビジネスモデルの

実証事業

全国7地域で開催。先進事例の共有。
国・⾃治体・事業者による情報発信。

地域課題の現状把握から地域の
特性を踏まえたビジョンの作成
をサポート。

先進事例の
共有・宣伝

先進事例の
共有・宣伝

フォーラム
契機に取組開始

フォーラム
契機に取組開始

実証事業化

〈地域の資源循環促進⽀援事業〉

⾃治体と事業者を結び、資源と
経済の循環に向けた事業の⾃⾛
を⽀援。

R8からの
継続⽀援

中核⼈材育成
独⾃の教材を⽤いた資源循環の取組を牽引するプレーヤーの育成プログラム。

〈地域資源の徹底活⽤に向けた資源循環加速化事業〉

重点分野の再資源化困難物
複合系・⼟⽯系・化⽯系・バイオマス系

回収 選別 再商品化排出

同じ地域に再⽣材として供給

資源化にあたり
各⾏程かかる
実証、調査、設
備導⼊を⽀援

【令和９年度要求額 1,715万円の内数（104百万円の内数）】



お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 
① 資源循環⾃治体フォーラム等を通じた資源循環のビジネス創出⽀援

各地域の資源循環の取組情報を発信する「資源循環⾃治体フォーラム」の全国７地域での開催、
地⽅環境局による⽀援やデジタル環境の活⽤を通じて、国・⾃治体・企業・スタートアップ等の
関係主体が連携・交流する機会を創出し、地域の課題に即した意⾒交換、事業者紹介、マッチン
グ、事業化⽀援等を実施する。
また、資源循環の先⾏事例に取り組む現場において、実践的に学ぶ⼈材育成プロジェクトを実施する。

② ⾃治体資源循環診断、ビジョンの作成及びフォローアップ⽀援
アンケートやデータから、再⽣可能資源の実態や推進体制等を把握し、

資源循環に関するポテンシャル等を診断する。診断結果を基に、地域の特性に応じた有望分野や
施策を特定して、地域へのメリットを提⽰し、地域課題解決に資源循環を取り⼊れたビジョンを
作成する。作成後は、新規実証事業化に向けた継続的なフォローアップを⾏う。

③ 循環型ビジネスモデル実証事業の実施及びフォローアップ⽀援
地域の廃棄物の資源化を⽬的として、全国７地域で４類型（地域経済型

・地域コミュニティ型・地域資源活⽤型・廃棄物処理コスト削減型）の実証事業を実施する。実
証後は事業の持続的な運営を⾒据え、モデルの定着・拡⼤に向けたフォローアップを⾏う。

④ 事業全体の検証を実施
ビジョン作成や実証事業実施の⽀援及びそのフォローアップで得られた知⾒を踏まえて、

本事業の効果を検証し、地域における資源循環の取組の底上げや循環経済への移⾏を進める
うえでの課題及び解決策を分析することで、今後必要な⽀援策を検討する。

地域の資源循環促進⽀援事業

事業イメージ

請負事業

地域の特性を活かした新たな資源循環による地域経済の活性化の流れを⽣み出すため、全国７地域で「資源循環⾃治体フォーラム」を開催し、平時は地
⽅環境局による⽀援やデジタル環境の活⽤を通じて、関係主体の連携・交流を促進することにより、地域の資源循環の基盤強化と事業創出に向けた機運を
醸成する。さらに、地域での事業化を志向する⾃治体に対し、先進事例に取り組むマイスターによる資源循環に関する現状評価やポテンシャル診断を⾏い、
ビジョンの作成やモデル実証事業の⽀援を⾏うとともに、創出されたビジネスの実装に向け、⾃治体、地元企業、地域住⺠が連携した体制構築と継続的な
フォローアップを実施する。あわせて、こうした取組を先導する中核⼈材の育成を推進し、全国的な循環経済への移⾏を促進する。

地域の循環資源を活かした持続可能な経済・社会の形成に向け、資源循環に係る⾃治体の取組をビジョンから事業化までを
包括的に⽀援し、地域発の循環型ビジネスの創出と全国展開を促進します。

⺠間事業者・団体

令和７年度〜令和９年度
■請負先

環境省 環境再⽣・資源循環局 資源循環課 電話︓03-6206-1874

効果検証

【令和９年度要求額 715百万円の内数（104百万円の内数】



2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 

お問合せ先︓

地域資源の徹底活⽤に向けた資源循環加速化事業

事業イメージ

請負事業、間接補助事業（補助率1/3、1/2）

（１） 地域資源の活⽤に向けた調査・モデル実証事業
 複合材や焼却灰、建設廃棄物、バイオマスなどの再資源化が著しく困難な資
源性廃棄物について、地域特性に応じた資源循環ルートの構築を⽬指し、実施
可能性調査やモデル実証を⽀援する。重点分野として、①廃家具等の複合系、
②建設廃棄物等の⼟⽯系、③カーオイル等の化⽯系、④SAF原料等のバイオマ
ス系を想定し、技術導⼊や再資源化に係る技術⾯での実施可能性や事業性の調
査分析、試⾏的な販売実証等を⽀援し、地域連携を促進する。
（２） 地域資源の活⽤に向けた再資源化のための技術実証・設備導⼊⽀援
 焼却・埋⽴てされている再資源化が著しく困難な資源性廃棄物について、製
造業や⼩売業とリサイクル事業者等の連携により再資源化を図り、再⽣材を地
域内に⼀定量供給する重点分野の取組に対し、技術実証や選別・再資源化設備
等の導⼊を⽀援する。

地域資源の活⽤を促進するため、地域で排出され、焼却・埋⽴てされている複合材（⾦属・⽊材・プラス
チック等）、建設廃棄物、廃油、SAF原料などの再資源化が著しく困難な資源性廃棄物について、回収・選
別・再資源化の取組を⽀援し、地域循環経済への移⾏と地域経済の活性化を図る。

地域資源を活⽤した再⽣材の地域への供給を強化することで、新たな付加価値創出・地域経済活性化を図ります。

【令和９年度要求額 1,000百万円（0百万円）】

⺠間事業者・団体等

令和９年度〜

■請負先・補助対象

環境再⽣・資源循環局 資源循環課 03-6206-1871


